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市立病院移転建替え決定までの経緯

◆施設の老朽化・最新医療への対応の限界

＊平成 16 年度～17 年度に、改修後 20 年の耐用年数を見込み、本館病棟を

中心とした大規模改修を実施した。しかし、ボイラーなどの主要な設備機器

や、基幹部分の配管配線などの更新のためには、病院全体の給排水や送電を

長時間停止するなど大規模な工事が必要であり、大幅な診療制限も生じる

ことから、未更新であった。

＊また、設置スペースや荷重などに限界があり、放射線治療装置や手術室で使

用する血管造影装置など、大型化・重量化する高度医療機器を導入できず、

最新医療への対応が困難となっていた。

◆箕面市立病院リニューアル調査検討報告書（平成 29年 7月）

＊現病院の老朽化が深刻であり、早期に抜本的な対策が必要との調査結果

＊対応策として「現地での大規模改修」、「現地建替え」、「移転建替え」を比較

検討。移転建替えの候補地としては、敷地要件、市内全域からの救急搬送時

間等の条件から「COM1号館跡地」を選定。

＊コスト評価から「現地での大規模改修を選択する理由がない」とされた一方、

現地建替え、COM1 号館跡地への移転建替えについては、コスト評価及び

アクセス性等の定性評価の両面において「どちらも病院の立地として相応

しく、両案に客観的な優劣はない」との結論。

◆箕面市議会定例会（平成 29年 9月）

＊民生常任委員会

【答弁】

「箕面市立病院リニューアル調査検討報告書」は現地建替えと移転建替え

が両論併記という結論であるため、最終的にどちらにするのかは議会のご

意見をお聞きした上で決定したい。市として政策決定したのち、おそらく予

算審議という形式で議会にお諮りすることになる。

＊一般質問

【指摘・要望】

・北大阪急行線延伸に伴う路線バス網の再編や新名神高速道路の開通等も

あり、（新病院は）自然と移転建てかえに集約されてくるのではないか。

・工事期間中の患者や周辺住民への影響、交通利便性の向上等を総合的に判

断をすると、COM１号館跡地への移転建替えが最適ではないか。

【答弁】

・現敷地内及び周辺の各施設との調整も含め総合的に判断する。
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◆箕面市政策決定会議（平成 29年 11月）

＊「箕面市立病院リニューアル調査検討報告書」の結果や、9月の箕面市議会

定例会の議論等を踏まえ、建替え場所をCOM1号館跡地とすることを政策

決定。

＊理由は、新駅（箕面船場阪大前駅）から近く、患者の利便性の向上や市内外

からの患者増加が期待できること、国道 423 号線に面しており、災害時の

患者搬送がスムーズにできることなどが挙げられた。

◆箕面市議会定例会に関係議案を提出（平成 29年 12月）

①箕面市病院事業の設置等に関する条例改正案

・箕面市立病院の位置を箕面市船場東一丁目１番に変更する条例改正

・条例施行日は、公布の日から７年を超えない範囲（令和 6年 12月まで）

で規則で規定

②COM1 号館跡地の先行取得に関する一般会計補正予算案

・土地開発公社がCOM1号館跡地を先行取得するための補正予算

③COM1 号館跡地の取得に関する病院事業会計補正予算案

・土地開発公社が先行取得する土地を買い取るための債務負担行為の設定

・期間は平成 29 年度～32 年度まで（※令和 3年度～5年度までに再設定

する予算を令和 3年 3月箕面市議会定例会において議決）

・限度額 8億 2,000 万円

⇒いずれも可決され、移転建替えが正式決定

◆箕面市議会定例会に関係議案を提出（平成 30年 3月）

①新市立病院整備審議会設置条例の制定

・新市立病院の整備等について調査審議を行う審議会を設置することを規

定する条例の制定

②市立病院医療体制整備基金条例の全部改正

・施設設備や運営面を含めた医療資源の総合的な発展に要する費用に充て

るため、従来の市立病院医療体制整備基金と市民医療総合施設建設基金

を統合する条例改正

⇒いずれも可決
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市立病院への財政措置の考え方

１．地方公営企業法における規定（参考資料１）

○地方公営企業は、企業性（経済性）の発揮と公共の福祉の増進を経営の基本

原則とするものであり（地方公営企業法（以下、「法」という。）第 3条）、その経営に要

する経費は経営に伴う収入（市立病院の場合は診療報酬等）をもって充てる

独立採算制が原則とされる（法第 17 条の２第 2項）。

○しかし、以下の経費については、一般会計等が負担するものとされており（法

第 17 条の２第１項各号）、この経費負担区分ルールについては毎年度「繰出基準」

として総務省より各地方公共団体に通知されている。

①その性質上企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費

②その公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入

のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費

○一般会計等において負担すべきこととされた経費の一部については、地方

交付税の基準財政需要額への算入又は特別交付税を通じて財源措置が行わ

れている。

２．病院事業に係る主な地方交付税措置（令和2年度実績）（参考資料２）

○本市では、普通交付税の算定において、以下のとおり基準財政需要額に算入

されている。

・病床割 235,925 千円（≒735 千円×317 床）

・救急告示病院分 44,432 千円（≒1,697 千円×7床＋32,900 千円）

・事業割 39,143 千円

算入額合計 319,500 千円

○また、以下のとおり特別交付税が措置されている。

・小児医療 1,575 千円×30床＝47,250 千円

・小児救急医療提供病院 11,375 千円

※これらの合計額（58,625 千円）と、繰出金額に 0.8 を乗じた額を比較し、

低い方を採用し、かつ財政力指数に応じた値（本市は 0.5）を乗じた額が

措置されるため、繰入金額 30,000 千円×0.8×0.5＝12,000 千円が措置。

措置額 12,000 千円
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３．病院の建設改良費等に係る地方交付税措置

○建設改良費等に係る病院事業債について、元利償還金の 25％に対し普通交

付税措置される。

○再編・ネットワーク化（２つの病院を１つに、３つの病院を２つに統合する

等）に伴う整備の場合、普通交付税措置が元利償還金の 40％になる特別措

置がある。

※いずれの場合も、建物の建築単価が 1㎡当たり 36 万円以下の部分に相当する額に係

る病院事業債が対象

※総務省資料抜粋

＜参考事例：川西市立総合医療センターの財源スキーム＞

国（交付税措置）

40％

市

10％

病院事業収益

50％
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参考資料１（総務省資料）
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参考資料２（総務省資料）


